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この入札説明書は、政府調達に関する協定（平成７年条約第２３号）、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「政令」という。）、地方公共団体の物品

等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３７２号）、相模原市契約規則（平成４

年相模原市規則第９号。以下「契約規則」という。）、相模原市の物品等又は特定役務の調達手続の特例

を定める規則（平成２２年相模原市規則第４３号。以下「特例規則」という。）、本件の調達に係る入札

公告（以下「入札公告」という。）のほか、本市が発注する調達契約に関し、一般競争に参加しようとす

る者（以下「入札参加者」という。）が熟知し、かつ、遵守しなければならない一般的事項を明らかにす

るものである。 

 

１ 入札に付する事項 

（１）入札番号 

４０３７ 

（２）契約件名 

相模原市介護保険料納入通知書等作成、印字及び封入封緘業務委託 

（３）業務内容 

別紙「相模原市介護保険料納入通知書等作成、印字及び封入封緘業務委託仕様書（以下「仕様書」

という。）」のとおり 

（４）履行期間 

契約締結の日から令和１１年３月３１日まで 

（５）履行場所 

別紙仕様書のとおり 

 

２ 入札参加に必要な資格に関する事項 

入札に参加することができる者は、次に掲げる条件をすべて満たしているものとする。 

（１）政令第１６７条の４の規定に該当しない者であること。 

（２）入札日現在、相模原市競争入札参加資格者指名停止等措置要綱（平成８年４月１日施行）に基づ

く指名停止期間中でないこと。 

（３）参加する者が個人である場合には、その者が、相模原市暴力団排除条例（平成２３年相模原市条

例第３１号。以下「市暴力団排除条例」という。）第２条第４号に規定する暴力団員等（以下「暴

力団員等」という。）と認められないこと、又は、法人等（法人又は団体をいう。）である場合には、

同条第５号に規定する暴力団経営支配法人等と認められないこと。 

（４）神奈川県暴力団排除条例（平成２２年神奈川県条例第７５号。以下「県暴力団排除条例」という。）

第２３条第１項に違反したと認められないこと。 

（５）県暴力団排除条例第２３条第２項に違反したと認められないこと。 

（６）市暴力団排除条例第７条に規定する暴力団員等と密接な関係を有すると認められないこと、又は

参加する者の支店若しくは営業所（常時業務の契約を締結する事務所をいう。）の代表者が、暴力
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団員等と密接な関係を有すると認められないこと。 

（７）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始に申立てがなされている者（更

生手続開始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づ

き再生手続開始の申立てがなされている者（再生手続開始の決定が確定している者を除く。）でな

いこと。  

（８）事業協同組合が申請する場合、当該組合の組合員は申請できない。この場合、事業協同組合は組

合の組合員を示す名簿を提出すること。 

（９）入札開始日の前日現在、契約規則に基づく令和７・８年度競争入札参加資格者として登録され、

営業種目「その他の業務請負等委託（労働者派遣以外）」、細目「封入封鍼」での認定がなされてい

ること。なお、名称の如何を問わず、本発注の受注を目的に結成された共同企業体等による入札参

加は認めないが、入札開始日の前日までに入札参加資格者としての認定を受けることができる場合

はこの限りではない。 

（１０）国又は地方公共団体を相手に、本発注と種類をほぼ同じくし、年間の発送件数が２１万件以上

（封入パターン４種類以上）の規模の契約を履行した実績があること。 

 

３ 問合せ先及び契約条項を示す場所 

〒252-5277 相模原市中央区中央２丁目１１番１５号 

相模原市財政局財政部契約課 

電話  ０４２－７６９－１３９１（直通） 

ＦＡＸ ０４２－７６９－５３２５ 

Ｅメールアドレス keiyaku@city.sagamihara.kanagawa.jp 

ホームページＵＲＬ https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/ 

 

４ 入札参加資格確認申請の手続に関する事項 

２(９)に基づく本市競争入札参加資格者名簿に登載がない者が、特定調達に係る競争入札参加資格認

定申請を行う場合は、次の方法によること。 

（１）資格認定申請に関する問合せ先 

「３ 問合せ先及び契約条項を示す場所」のとおり 

（２）申請及び書類提出期限 

別紙「入札案件概要書」のとおり 

（３）その他 

詳細は、かながわ電子入札共同システム内｢電子入札システム｣（以下「電子入札システム」とい

う。）の説明によること。 

ホームページＵＲＬ https://nyusatsu.e-kanagawa.lg.jp/ 

 

５ 入札参加の手続に関する事項 

入札参加者は、次のとおり書類を提出すること。 
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（１）提出書類 

ア 競争参加資格確認申請書（様式１)（電子入札システムによる申請の場合は不要） 

イ ２（１０）に該当する契約書の写し（要件に該当することが確認できる部分の抜粋） 

 （２）提出期間及び提出方法 

５(１)の提出書類を、令和７年７月１８日（金）午前９時から令和７年８月１日（金） 

正午までに電子入札システムにより提出すること。 

ただし、電子入札システムが利用できない場合は、紙等により提出すること。 

（３）提出場所 

「３ 問合せ先及び契約条項を示す場所」に提出すること。 

※紙等による提出を希望する場合、電子入札システムが利用できないことを確認する必要がある

ため、事前に「３ 問合せ先及び契約条項を示す場所」に電話等で連絡すること。 

（４）入札参加資格の有無については、競争参加資格確認通知書により通知する。 

（５）入札参加者は、提出された書類に関し説明を求められた場合は、これに応じること。 

（６）提出書類受付締切日時は、紙等により提出する場合も同様とする。紙等により競争参加資格確認申

請書を提出した場合、以降、入札書提出に至る一連の手続きを紙等により行う（以下、当該手続きを

「紙入札」という。）。紙入札に当たっては、別途、紙入札承認を受けること。 

   ※紙入札による場合は、郵便入札とする。 

（７）競争参加資格確認通知書発行期間は、別紙「入札案件概要書」のとおり 

 

６ 入札・開札の日時に関する事項 

電子入札システムにより入札等を行う。 

（１）入札期間 

   令和７年９月５日（金）午前９時から令和７年９月８日（月）午後５時まで 

（２）開札日時 

令和７年９月９日（火）午前１０時 

（３）場所 

相模原市中央区中央２丁目１１番１５号 

相模原市役所第２別館３階入札室 

※郵便入札における入札書受付締切日時等は、「１６ 郵便入札に関する事項」の説明による。 

 

７ 入札参加資格の喪失に関する事項 

（１）入札参加を認められた後、入札書提出期限までに公告で定めた入札参加の資格を満たさなくなっ

たときは、入札の参加資格を喪失する。 

（２）入札参加資格を喪失した入札参加者は、速やかに電話等で「３ 問合せ先及び契約条項を示す場

所」まで連絡し、入札参加資格喪失届を提出すること。 

 

８ 入札説明書（仕様書等）に関する事項 



5 

（１）入札説明書（仕様書等）は、相模原市ホームページ「ＷＴＯ「政府調達協定」の適用について」

の「入札説明書」からダウンロード可。 

https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/sangyo/keiyaku/1026670/1003487.html 

（２）ダウンロードにより配布する仕様書等は積算用のため、それ以外の用途での使用・譲渡・再配布

は禁止する。 

（３）質問及び回答 

質問及び回答の期限は「入札案件概要書」のとおり。 

※質問は、相模原市ホームページ「申請書ダウンロード」に掲示している「質問回答書（電子入

札用）」により作成し、電子入札システム内で添付ファイル形式により提出すること。 

https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/shinseisho_menu/keiyaku/index.html 

※紙入札参加者は、事前に「３ 問合せ先及び契約条項を示す場所」に電話等で連絡の上、E-mail

又はファクシミリの方法で「質問回答書（電子入札用）」を提出すること。 

※回答は、原則として電子入札システム内で公開するが、紙入札参加者については、E-mail 又は

ファクシミリにより回答を送付する。 

 （４）質問は、上記(３)以外の方法によるものは受け付けない。 

 

９ 入札保証金に関する事項 

契約規則第８条第３号により免除とする。 

 

１０ 入札金額の記載に関する事項 

（１）入札金額は、履行期間全体の総額とすること。 

（２）入札金額に当該金額の１００分の１０に相当する額（軽減税率対象品目については１００分の

８に相当する額（これらの額に１円未満の端数があるときは、それぞれその端数金額を切り捨て

た金額））を加算した金額をもって契約限度金額とする。 

（３）入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見

積もった契約限度金額の１１０分の１００（軽減税率対象品目については１０８分の１００）に

相当する金額を入札金額とすること。 

 

１１ 入札の無効に関する事項 

   次のいずれかに該当する場合は無効とする。 

（１）政令第１６７条の４に定める入札参加資格のない者がした入札 

（２）契約規則第１６条に該当する入札若しくは同規則に違反した入札 

（３）ＩＣカード登録後に変更が生じているにもかかわらず、変更手続をしないまま参加した入札 

（４）他人名義のＩＣカードを不正に取得し、使用して行った入札 

（５）ＩＣカードを不正に使用した入札 

（６）入札参加を認められた者で、落札決定までに「２ 入札参加に必要な資格に関する事項」の（１）

から（５）までのいずれかを満たさなくなった者がした入札 
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（７）次に掲げる不備があった紙入札 

ア 入札者等の記名がないもの 

イ 金額を訂正したもの又は金額の記載が不鮮明なもの 

ウ 誤字・脱字等により意思表示が不明瞭なもの 

エ 公告に示した案件名の記載がないもの 

オ 所定の日時までに到達しないもの 

カ 封筒に入札書を２通以上入れたもの 

キ その他事前に示した項目の記載が漏れているもの 

ク 紙入札承認を受けていないもの 

 

１２ 落札者の決定方法に関する事項 

（１）予定価格の範囲内で、最低の価格をもって入札した者を落札者とする。 

（２）原則として、落札者の決定は開札日とする。 

（３）最低札が同額の場合は、くじ引きにより決定する。 

（４）入札執行回数は、原則として１回とするが、開札の結果、予定価格の範囲内の入札がないとき

は、再度入札を１回行う。その場合は「電子入札システム」により開札日から起算して７日（閉

庁日を除く。）以内に再入札通知書を発行する。 

なお、１回目の入札に参加しなかった者、１回目の入札で無効な入札をした者又は１回目の入

札で失格となった者は再度入札に参加することができない。 

（５）落札者決定通知書は電子入札システムにより通知する。 

（６）紙入札により参加した者へは（４）及び（５）の通知はE-mail又はファクシミリにて行う。 

 

１３ 契約保証金に関する事項 

原則として、契約限度金額の１０分の１以上の契約保証金を契約締結日までに納付すること。ただ

し、契約規則第３４条の規定に該当する場合は、契約保証金の納付を免除する。 

履行保証保険契約を締結する場合は、当該履行保証保険契約の履行保証保険期間の終期（以下「保

険期間の終期」という。）が契約期間の最終日に至らないものであるときは、当該保険期間の終期の

日から起算して７日前の日までに、当該保険期間の終期の日の翌日から契約期間の最終日までを新た

な期間とする履行保証保険契約を締結後、直ちにその保険証券を発注者に寄託しなければならない。

なお、その場合においても保険金額は、契約限度金額の１０分の１以上とし、寄託できない場合は契

約を解除する。また、新たな履行保証保険契約を締結し、その保険証券を提出した場合においても、

当該履行保証保険契約の保険期間の終期が契約期間の最終日に至らないものであるときは、同様とす

る。 

 

１４ 入札の中止等に関する事項 

（１）入札を公正に執行することができないと判断したときは、入札を中止、延期又は取消しをする。 

（２）開札した後であっても、地方自治法第２３４条第５項の規定により契約が確定する前に、発注
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者による、入札執行手続きの誤り又は入札公告や仕様書の誤りが原因で、入札の公正性が損なわ

れていることが判明した場合には、入札を取消しとすることがある。 

（３）入札参加者がない入札については、中止とする。 

（４）入札を中止、延期又は取消した場合は、その旨を入札参加者全員に通知する。 

（５）入札が中止、延期又は取消しとなった場合、入札のために要した費用を相模原市に請求するこ

とはできない。 

 

１５ 契約金の支払方法に関する事項 

契約金額の支払いは、契約書及び仕様書に従って、請求に基づき行う。 

 

１６ 郵便入札に関する事項 

（１）郵便入札は、原則として遠隔地（例えば日本国外等）にある者を対象とする。郵便入札を行う

場合は、「３ 問合せ先及び契約条項を示す場所」に事前に連絡すること。 

（２）郵便入札は、「簡易書留」又は「一般書留」郵便によること。この書留郵便は、二重封筒とし、

別紙様式による入札書を中封筒に入れ封緘の上、中封筒には氏名等を朱書すること。外封筒には

入札番号、件名及び開札日を記載するとともに「入札書在中」と朱書し、「３ 問合せ先及び契

約条項を示す場所」宛てに郵送すること。また、郵送した日に「３ 問合せ先及び契約条項を示

す場所」に必ず電話連絡すること（日曜日、土曜日及び祝日を除く毎日午前９時から正午まで及

び午後１時から午後５時まで）。 

（３）加入電信、電報、電話その他の方法による入札は認めない。 

（４）提出期限は、別紙「入札案件概要書」のとおり。 

 

１７ 開札に立ち会う者に関する事項 

 開札は電子入札システムにおいて行うため、原則として入札者の立会いは要しない。ただし、立 

会いを希望する場合は、開札日前日までに「３ 問合せ先及び契約条項を示す場所」に連絡すること。 

また、開札に立ち会う者は、入札者又はその代理人とし、代理人が立ち会う場合は、入札に関する

権限及び開札の立ち会いに関する権限の委任をした書類を事前に提出しなければならない。 

 

１８ その他 

(１）契約の締結にあたっては、契約書の作成を要する。なお、契約書の作成費用は落札者の負担と

する。また、契約条項は、別紙「契約書（案）」による。 

落札者は、落札決定の翌営業日（当該日が相模原市の休日を定める条例(平成元年相模原市条

例第 4号)第 1条第 1項に規定する相模原市の休日に当たるときはその日以後において最も近い

休日でない日）までに内訳書を提出すること。 

（２）この調達は、世界貿易機関（ＷＴＯ）に基づく政府調達に関する協定（平成７年条約第２３条）

の適用を受けるものである。 

（３）契約手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とする。 
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（４）談合に関する情報がよせられた場合は、相模原市談合情報対応マニュアル（平成１６年６月  

１日施行）によるものとする。 

（５）苦情申立て 

ア 当該調達に関し、相模原市入札監視委員会に対して苦情申立てを行うことができる。 

イ 落札者の決定後苦情申立てが行われた場合、相模原市政府調達に関する苦情処理手続要綱

（平成２２年４月１日施行）に基づき、契約締結の停止等が行われる場合がある。 

（６）競争入札参加資格の認定を受けていない者の参加 

２(９)に掲げる競争入札参加資格の認定を受けていない者が競争入札に参加するためには、当

該参加資格を有する旨の認定を受けなければならない。 

（７）手続等の詳細及びこの公告に規定のない事項については、「契約規則」、「特例規則」、かながわ

電子入札システムに係る「電子入札運用基準」及び「相模原市物品購入（工事に使用する物品以

外）に係る電子入札実施要領」によるものとする。 

（８）落札決定後、契約締結までの間に、「２ 入札参加に必要な資格に関する事項」のいずれかを

満たしていないと認められる場合には、契約を締結しない。 



相模原市介護保険料納入通知書等作成、印字及び封入封緘業務委託

正午 まで(金)

相模原市中央区富士見６－１－２０　あじさい会館及び発注者が指定する場所

・国又は地方公共団体を相手に、本発注と種類をほぼ同じくし、年間の発送件数が
２１万件以上（封入パターン４種類以上）の規模の契約を履行した実績があること。

 契約件名

 入札書受付期間
(金) までに必着　＊郵便の場合

 履行場所

 入札案件概要書 公告日 令和7年7月18日 公告別案件Ｎｏ 1/1

 入札番号 4037

競争参加資格確認申請書
受付期間

令和7年8月1日

実績

午前９時 から

競争参加資格確認通知書
発行期間

令和7年8月8日 午後５時から 令和7年8月8日 まで

参加資格がないと認めた理
由の説明請求期限

令和7年8月26日 (火)

参加資格がないと認めた理
由の説明請求に係る回答期
限

令和7年9月2日 (火)

(火)

 回答期限 令和7年8月28日

 質問期限 令和7年8月19日

(金)

(金) 午前９時

(木)

令和7年9月8日

午後１時

午後５時 まで

令和7年7月18日 (金)

(金)

午後５時 まで

午前10時

から

令和7年9月5日

令和7年9月5日 (月) 午後5時 まで

 備考 ・この調達は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の適用を受けるものである。

 開札予定日時 令和7年9月9日 (火)

　認定済
　営業種目
　（入札日の前日まで）

「その他の業務請負等委託（労働者派
遣以外）」

「封入封緘」

契約締結の日 から 令和11年3月31日 まで 契約期間

営業種目 細目参
　
加
　
条
　
件
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相模原市介護保険料納入通知書等作成、印字及び封入封緘業務委託仕様書 

 

１.委託業務の作業内容 

受注者は発注者の指示のもと介護保険料納入通知書（以下「納入通知書」という。）、マルチペ

イメントネットワーク（以下「ＭＰＮ」という。）、コンビニエンスストア（以下「ＣＶＳ」とい

う。）及びゆうちょ銀行を利用した収納に対応できるＭＰＮ運営機構が定める仕様に適合したＯ

ＣＲ納付書並びに各種封筒、チラシの作成を行うとともに、印字が必要な帳票については、受注

者は発注者が引き渡す納入通知書データ及び納付書データ（以下「印字データ」という。）に基

づき、プログラムを作成して、印字し、指定した同封物と併せて封入封緘するものとする。同封

物には別途発注者から受注者に引き渡す印刷物を含むものとする。 

 

２.帳票作成、印刷について 

（１）共通事項 

①帳票に関すること 

・帳票の種類及び仕様については別紙１「帳票類仕様書」のとおり作成すること。 

・毎年度、発注者が作成した原稿をもとに帳票を作成し、３回以上校正（文字・色）を行う 

こと。 

・見本品を作成し、校了後、必要枚数の帳票を別紙１「帳票類仕様書」のとおり作成するこ

と。ただし、別紙１に示す各年度の数量は予定数量であり、必要枚数は前後する可能性が

あるため、年度ごとに発注者が指定する枚数を作成すること。また、部数が不足した場合

は随時、発注者が指定する枚数を追加作成すること。 

・帳票レイアウトの詳細については、発注者の指示に従うこと。 

・随時、使用する帳票類は、必要に応じて発注者が指示、提供するものを使用すること。 

②データ印字プログラムの開発及びテスト 

 発注者が提供する印字データ及び発注者が指定する帳票レイアウトに適合する印字プログ

ラムを開発すること。 

 ア）４、５月、７～３月発送の納入通知書（以下「例月納入通知書」という。）用テスト 

発注者が必要とした場合、発注者の提供するテスト用の印字データを使用し、あら

かじめ印字位置のテストを行い、発注者の確認を受けること。 

イ）６月中旬発送の納入通知書（以下「当初納入通知書」という。）用テスト 

本印字を開始する前（５月中旬（予定））に、発注者が指定する対象者の印字デー

タについて本番と同様に本番前印字テストを行うこと。また、発注者が指定するパタ

ーンごとに封入封緘し、一連の作業テストを各１回以上行うこと。本番用の印字デー

タ提供前までに検証結果が合格となるようにすること。なお、テストで使用した成果

物は、発注者が指定する日までに納品すること。 

③データ印字 

 納入通知書及び納付書に、発注者が提供する印字データに基づき、必要項目を印字すること。 

④発注者の文字環境を使用すること。 

⑤ＣＶＳ用バーコードは、ＧＳ１－１２８による１段バーコード標記とすること。 

⑥ＯＣＲ印字を可能とすること。 
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⑦契約期間中の帳票類等の保管及び在庫管理は、原則として受注者が行うものとすること。 

⑧納入通知書（納付書あり）及びＯＣＲ納付書については、ＯＣＲ部分の読み取りが正常であ

るかの確認を発注者がした後、発注者からの連絡に基づき、残部の印刷を実施すること。 

⑨制度改正等に伴う帳票及び印字データの変更があった場合については、対応できるようにす

ること。なお、変更に係る費用は、受注者負担とすること。 

（２）データの引き渡し等 

 原則として、印字データ提供媒体はＣＤ－Ｒ、ＤＶＤ－ＲまたはＬＧＷＡＮ－ＡＳＰとし、印字デ

ータ形式は主にＣＳＶファイルとする。印字データ引渡日（毎月第２営業日（予定）に発注者が指定

する引渡場所にて印字データを受領すること。なお、印字データの引渡日は、変更になる可能性もあ

るので、対応できるようにすること。また、各ファイル内に現年度・過年度・複数期の納付書枚数等

が混在しているため、仕分ける際に誤りがないよう注意すること。提供する印字データ等は原則とし

て下記のとおりとする。なお、納入通知書データには項番を記載しないため、対象者は行数で指示す

るものとする。 

①納入通知書データ（決定通知書） 

②納入通知書データ（変更通知書） 

③ＯＣＲ納付書データ（決定通知書） 

④ＯＣＲ納付書データ（変更通知書） 

⑤保険料プリントファイル（納入通知書・ＯＣＲ納付書のソートに使用） 

⑥仮徴収中止通知書納入通知書同封対象者一覧表 

⑦その他個別印字対象者 

 

３.封入封緘及び発送について 

(１)封入封緘 

  納入通知書と同封物を発注者が指示した順に並べて封入し封緘する。発送日（毎月第９営業

日（予定））に合わせて、遅滞なく封入封緘する。なお、発送日は、変更になる可能性もある

ので、対応できるようにすること。封入封緘については、下記のとおりとする。 

①封筒の窓部分からは、納入通知書に記載されている宛名部分の郵便番号・住所・氏名・通 

し番号・バーコードが正しく見えるように封入封緘すること。 

②封入封緘は、下記の郵便局区分ごとに、通し番号の順序を崩さないように行うこと。 

ア）橋本郵便局   緑区分  （２５２－０１＊＊分） 

イ）相模原郵便局  中央区分 （２５２－０２＊＊分） 

市外分 

ウ）座間郵便局   南区分  （２５２－０３＊＊分） 

座間市分 （２５２－００＊＊分） 

③提供する印字データに含まれる保険料プリントファイルデータから必要なキーを検索し、通

知を以下の１２種類に仕分けすること。受注者は仕分けた一覧表をエクセルデータで作成し、

指定する納品日までに媒体で発注者へ納品する。なお、ＰＣメールでの納品は不可とする。 

      ア）決定通知書・納付書あり 

      イ）変更通知書・納付書あり 
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      ウ）決定通知書・納付書あり（過年度分） 

      エ）変更通知書・納付書あり（過年度分） 

      オ）納付書のみ 

      カ）決定通知書・納付書なし 

      キ）変更通知書・納付書なし 

      ク）決定通知書・納付書なし（過年度分） 

      ケ）変更通知書・納付書なし（過年度分） 

      コ）仮徴収中止通知書のみ 

      サ）特別徴収依頼額変更通知書・納付書あり 

      シ）特別徴収依頼額変更通知書・納付書なし 

  また、 

・ ア）、イ）については重量別に仕分けする。 

・ オ）については封緘せずに納品する。 

・ ア）、イ）、カ）、キ）、サ）、シ）については、処理月によっては追加の同封物が

あるため、発注者の指示どおりに納品すること。 

④使用する封筒は以下のとおりとすること。 

    ５０ｇ以下 ５１ｇ～１００ｇ 

緑区・中央区・ 

南区・座間市宛  

100 通未満 
区内特別 

料金後納 

100 通以上 区内特別 

市 外 宛 料金後納 

⑤同一人物の決定通知書・変更通知書・仮徴収中止通知書はすべて同封すること。 

⑥納入通知書（納付書なし・納付書あり）・ＯＣＲ納付書・仮徴収中止通知書については、 

印字後に通し番号の順序を崩さないこと。 

(２)引抜き 

  引抜対象者については、発注者よりデータにて通知する（以下「引抜データ」という）。引

抜データ送付日（毎月第６営業日（予定））に発注者から提供される引抜データにより指定さ

れた納入通知書の引抜きを行い、引抜物納品日（毎月第８営業日（予定））までに、次の①、

②に従い、発注者へ封入後封緘せずに発注者が指定する場所に納品すること。なお、引抜デー

タ送付日及び引抜物納品日は、変更になる可能性もあるので、対応できるようにすること。 

  ①例月納入通知書の引抜き手順 

ア）箱詰めをする際は、郵便番号区分ごとかつ納入通知書の区分ごとに、通し番号の順序を 

崩さないように箱詰めする。 

イ）引抜いた納入通知書は、引抜きの状況を記載した当該リストと共に発注者に提出するこ 

と。 

  ②当初納入通知書の引抜き手順 

ア）箱詰めをする際は、郵便番号区分ごとかつ納入通知書の区分ごとに、通し番号の順序を 

崩さないように箱詰めする。 

   イ）箱の側面（２箇所）には、梱包物の把握ができるよう、次の項目を記載すること。 

・納入通知書の区分および郵便番号区分（例：決定・納付書あり・中央区・２５２－０２） 

・箱ごとの通し番号の始まりと終わり（例：１２３４～９０１２） 
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   ウ）引抜いた納入通知書は、引抜きの状況を記載した当該リストと共に発注者に提出するこ 

と。 

   エ）２回に分けて提供する引抜データに対して２回に分けて納品すること。第３営業日（予

定）に提供する引抜データの引抜物納品日は第７営業日（予定）、第６営業日（予定）

に提供する引抜データの引抜物納品日は第８営業日（予定）にそれぞれ納品すること。 

（３）件数報告 

受注者は、発注者が受注者に依頼した件数から引抜き分および破損分を除いた件数について、

郵便番号の区分ごとにまとめたものをエクセルデータで作成し、発送日の前日までに媒体で発

注者へ納品すること。なお、ＰＣメールでの納品は不可とする。 

（４）発送 

  封入封緘した成果物は、発注者が定める納品日に下記の各郵便局または発注者が指定する場

所に納品すること。納品時には各郵便局にて発注者の職員が、必要に応じ立会いのもと、検査、

納品を行う。その後、発送日当日中に郵便差出票（控え）を発注者へ納品すること。 

①橋本郵便局   緑区分  （２５２－０１＊＊分） 

②相模原郵便局  中央区分 （２５２－０２＊＊分） 

                  市外分 

③座間郵便局   南区分  （２５２－０３＊＊分） 

座間市分 （２５２－００＊＊分） 

なお、発注者が指定する場所の場合、郵便番号区分ごとかつ納入通知書の区分ごとに、通し

番号の順序を崩さないように箱詰めし、箱の側面（２箇所）には、梱包物の把握ができるよう、

次の項目を記載すること。 

・納入通知書の区分および郵便番号区分（例：決定・納付書あり・中央区・２５２－０２） 

・郵便番号区分ごとの箱番号（例：△△箱目／××箱中） 

・箱ごとの通し番号の始まりと終わり（例：１２３４～９０１２） 

 

４ 作業工程表の内容 

（１）毎年度、受注者が作業工程表を作成すること。 

（２）各種帳票の校正日程を明記する。なお、各年度の当初納入通知書のテスト作業前に、当初

納入通知書に係る全ての帳票の校正を完了できるように設定すること。 

（３）当初納入通知書のテスト日程（印字データ受渡日、テスト成果品納品日）を明記する。 

（４）印字データ受渡日、引抜データ送付日、引抜物納品日及び発送日を明記すること。 

（５）各種書類の提出日程を明記すること。各種書類とは、個人情報に係る書類、引抜き件数報

告をいう。 

 

５ 検査 

本仕様書に基づいた処理がなされているか発注者と受注者双方立会いの上、確認を行う。確

認は触指等により行う。 

 

６ 経費の負担 

  搬入・搬送に関する経費は、すべて受注者の負担とする。 
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７ 作成物の帰属 

  本業務の履行に伴い発生する帳票等の所有権及び著作権は、すべて発注者に帰属する。なお、

本業務で使用した帳票等の残部は、業務委託完了時に全て発注者に返却すること。 

 

８ データの保護 

  受注者は、提供される印字データ、引抜データ等の安全対策を講じるほか、次の事項につい

て遵守すること。 

（１）保管 

  受注者は印字データ、引抜データ等について契約期間満了まで善良な管理のもとに保管する 

こと。 

（２）返還及び廃棄 

  受注者は、発注者から提供を受けた印字データ（ＣＤ－Ｒ、ＤＶＤ－Ｒ）は、受託業務の履 

行上不要となった時点で遅延なく発注者へ返還し、また、システム等で使用した上記データが 

保存されていた場合は速やかに廃棄し、消去証明書を発注者に提出すること。 

 

９ 業務上の注意 

（１）封入封緘の際には、封入物のもれや封緘もれのないよう細心の注意を払うこと。 

（２）各種納入通知書、納付書の引受件数と封入封緘後の件数が一致すること。 

（３）納入通知書等に印字不良等の事故があった場合は、速やかに修復、処分等を行わなければ 

ならない。 

（４）印字データ（ＣＤ－Ｒ、ＤＶＤ－Ｒ）は、納品日に発注者に返却すること。 

 

１０ その他 

（１）全ての工程において問題が生じた場合は、その時点で速やかに発注者へ連絡し、発注者の

指示に従うこと。 

（２）受注者は印字プログラムの詳細な資料について、発注者の求めに応じて書面等により提出

するなど発注者の指示に従うこと。 

（３）本仕様書の定めのない事項については、発注者と受注者とで協議すること。 

 



令和８～１０年度　帳票の種類、仕様、数量

数量 色 数量 色 数量 色

1 納入通知書（決定通知書）
NIP用紙70kg
横15.4×縦11インチ
表2色・裏1色 、縦ミシン1本

両端の耳の部分をカット（必ず破線部を切る事）し、二つ
折りにした後、巻き三つ折りにする。

234,000 236,000 237,000

2 納入通知書（変更通知書兼仮徴収中止通知）
NIP用紙70kg
横15.4×縦11インチ
表2色・裏1色 、縦ミシン1本

両端の耳の部分をカット（必ず破線部を切る事）し、二つ
折りにした後、巻き三つ折りにする。

34,000 28,000 23,000

3 ＯＣＲ納付書
OCR72㎏、 横9.5×縦4.5イン
チ　　　　表1色・裏1色（OCR
用インク）　　縦ミシン2本

両端の耳の部分をカット（必ず破線部を切る事）する。 180,000 182,000 184,000

4 【当初用】決定チラシ（納付書なし用・片面刷り） 色上質中厚口、表1色 発注者の指定するサイズにカットする。 192,000 浅黄 194,000 クリーム 196,000 浅黄

5 【当初用】決定チラシA4（納付書あり用・両面刷り） 色上質中厚口、表1色・裏1色 巻き三つ折りにする。 16,900 クリーム 17,100 水色 17,300 クリーム

6 【例月用】決定チラシA4（通年用・両面刷り） 色上質中厚口、表1色・裏1色 巻き三つ折りにする。 14,800 クリーム 14,900 浅黄 15,100 クリーム

7 【例月用】決定チラシA4（3、4、5月用・両面刷り） 色上質中厚口、表1色・裏1色 発注者の指定するサイズにカットする。 2,500 桃 2,600 オレンジ 2,700 桃

8 【例月用】変更チラシB4（通年用・両面刷り） 上質紙55kg、表2色・裏2色 二つ折りから巻き三つ折りにする。 13,000 水色 13,100 鶯 13,200 水色

9 【例月用】変更チラシB4（4、5月用・両面刷り） 上質紙55kg、表2色・裏2色 二つ折りから巻き三つ折りにする。 1,400 水色 1,400 鶯 1,400 水色

10 【例月用】変更チラシ（7月用・両面刷り） 色上質中厚口、表1色・裏1色 発注者の指定するサイズにカットする。 3,200 桃 3,200 オレンジ 3,200 桃

11 負担軽減制度のお知らせ（両面刷り） 上質紙55kg、表2色・裏2色 二つ折りから巻き三つ折りにする。 212,000 茶 214,000 オレンジ 216,000 茶

12 窓あき封筒（区内特別）水糊 213,000 215,000 217,000

13 窓あき封筒（料金後納）水糊 8,400 8,500 8,600

14 窓あき封筒（区内特別）アドヘア 31,400 31,700 32,000

15 窓あき封筒（料金後納）アドヘア 7,400 7,500 7,600

16 負担軽減制度のお知らせ（両面刷り・OL納通用） 上質紙55kg、表2色・裏2色 二つ折りから巻き三つ折りにする。 250 茶 250 オレンジ 250 茶

17 みんなで支える介護保険（介護保険パンフレット）

コート紙73㎏※再生紙可
両面（表4色、裏4色）
縦18.2cm×横9.7cm
（展開縦18.2cm×横57.6cm）

二つ折りから巻き三つ折りにする。 210,000
年度毎の
指定なし

213,000
年度毎の
指定なし

215,000
年度毎の
指定なし

透けないコーティングをして
あるケント紙80g
横 235×縦120＋ベロ30mm
グラシン窓　横115×縦55mm
内カマス貼り　　　　2色

項番 品名 規格・仕様 加工方法

年度毎の
指定なし

R8数量 R9数量 R10数量

年度毎の
指定なし

年度毎の
指定なし

年度毎の
指定なし

年度毎の
指定なし

年度毎の
指定なし

別紙１ 帳票類仕様書



令和８年度　封入封緘予定件数

※各月のＯＣＲ納付書及びチラシ類を除く印字及び封入封緘予定件数については、以下のとおり。

通知書種別 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月
区分別
合　計

01 ①決定通知書＋③納付書 910 55 16,900 910 910 910 910 910 910 910 910 910 26,055
06 ①決定通知書 20 20 192,000 30 30 30 30 30 30 30 30 30 192,310
02 ②更正通知書＋③納付書 105 55 0 610 405 405 405 405 405 305 305 305 3,710
07 ②更正通知書 1,015 205 0 910 910 910 910 910 910 910 910 910 9,410
11 ②更正通知書＋③納付書 0 0 0 205 0 0 0 0 0 0 0 0 205
12 ②更正通知書 0 0 0 1,000 0 0 0 0 0 0 0 0 1,000
10 ②仮徴収中止通知書 1,520 700 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,220
03 ①決定通知書＋③納付書 5 5 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 110
08 ①決定通知書 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
04 ②更正通知書＋③納付書 10 10 55 150 40 40 20 20 20 10 10 10 395
09 ②更正通知書 5 5 55 60 40 40 20 20 20 20 20 20 325

3,590 1,055 209,020 3,885 2,345 2,345 2,305 2,305 2,305 2,195 2,195 2,195 235,740

令和９年度　封入封緘予定件数

※各月のＯＣＲ納付書及びチラシ類を除く印字及び封入封緘予定件数については、以下のとおり。

通知書種別 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月
区分別
合　計

01 ①決定通知書＋③納付書 910 55 17,100 910 910 910 910 910 910 910 910 910 26,255
06 ①決定通知書 20 20 194,000 30 30 30 30 30 30 30 30 30 194,310
02 ②更正通知書＋③納付書 105 55 0 610 405 405 405 405 405 305 305 305 3,710
07 ②更正通知書 1,015 205 0 910 910 910 910 910 910 910 910 910 9,410
11 ②更正通知書＋③納付書 0 0 0 205 0 0 0 0 0 0 0 0 205
12 ②更正通知書 0 0 0 1,000 0 0 0 0 0 0 0 0 1,000
10 ②仮徴収中止通知書 1,520 700 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,220
03 ①決定通知書＋③納付書 5 5 20 10 10 10 10 10 10 10 10 10 120
08 ①決定通知書 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
04 ②更正通知書＋③納付書 10 10 55 150 40 40 20 20 20 10 10 10 395
09 ②更正通知書 5 5 55 60 40 40 20 20 20 20 20 20 325

3,590 1,055 211,230 3,885 2,345 2,345 2,305 2,305 2,305 2,195 2,195 2,195 237,950

令和１０年度　封入封緘予定件数

※各月のＯＣＲ納付書及びチラシ類を除く印字及び封入封緘予定件数については、以下のとおり。

通知書種別 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月
区分別
合　計

01 ①決定通知書＋③納付書 920 55 17,300 920 920 920 920 920 920 920 920 920 26,555
06 ①決定通知書 20 20 196,000 35 35 35 35 35 35 35 35 35 196,355
02 ②更正通知書＋③納付書 105 55 0 615 410 410 410 410 410 310 310 310 3,755
07 ②更正通知書 1,025 205 0 920 920 920 920 920 920 920 920 920 9,510
11 ②更正通知書＋③納付書 0 0 0 205 0 0 0 0 0 0 0 0 205
12 ②更正通知書 0 0 0 1,100 0 0 0 0 0 0 0 0 1,100
10 ②仮徴収中止通知書 1,535 720 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,255
03 ①決定通知書＋③納付書 5 5 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 110
08 ①決定通知書 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
04 ②更正通知書＋③納付書 10 10 55 155 45 45 20 20 20 10 10 10 410
09 ②更正通知書 5 5 55 65 45 45 20 20 20 20 20 20 340

3,625 1,075 213,420 4,025 2,385 2,385 2,335 2,335 2,335 2,225 2,225 2,225 240,595

 区　分

現
年
度

本徴収
額変更

過
年
度

月毎の合計

 区　分

現
年
度

本徴収
額変更

過
年
度

月毎の合計

 区　分

現
年
度

本徴収
額変更

過
年
度

月毎の合計



①納入通知書（決定通知書）表面



①納入通知書（決定通知書）裏面



②納入通知書（変更通知書兼仮徴収中止通知）表面



②納入通知書（変更通知書兼仮徴収中止通知）裏面



③OCR納付書　表面



③OCR納付書　裏面



④【当初用】決定チラシ（納付書なし用・片面刷り）



⑤【当初用】決定チラシA4（納付書あり用・両面刷り）表面



⑤【当初用】決定チラシA4（納付書あり用・両面刷り）裏面



⑥【例月用】決定チラシA4（通年用・両面刷り）表面



⑥【例月用】決定チラシA4（通年用・両面刷り）裏面



⑦【例月用】決定チラシA4（3、4、5月用・両面刷り）表面



⑦【例月用】決定チラシA4（3、4、5月用・両面刷り）裏面



⑧【例月用】変更チラシB4（通年用・両面刷り）表面



⑧【例月用】変更チラシB4（通年用・両面刷り）裏面



⑨【例月用】変更チラシB4（4、5月用・両面刷り）表面



⑨【例月用】変更チラシB4（4、5月用・両面刷り）裏面



⑩【例月用】変更チラシ（7月用・両面刷り）表面



⑩【例月用】変更チラシ（7月用・両面刷り）裏面



⑪・⑯負担軽減制度のお知らせ（両面刷り）表面
※⑯OL納通用については納入通知書画像データのみ差替え



⑪・⑯負担軽減制度のお知らせ（両面刷り）裏面



⑫・⑭窓あき封筒（区内特別）　水糊・アドヘア



⑬・⑮窓あき封筒（料金後納）　水糊・アドヘア



⑰みんなで支える介護保険（介護保険パンフレット）表面

⑰みんなで支える介護保険（介護保険パンフレット）裏面



委託（総価単価）

　備考

　（

相模原市中央区中央２丁目１１番１５号

相 模 原 市

印

所在地
名　称

代　表 印

（　□ 一括払　　■ 分割払　）

４ 契約期間

　百万

収　入

印　紙

　□ 現金

　□ 有価証券
円

　□ 履行保証保険６ 契約の保証

発注者
令和７年９月　　日

　□ 銀行等、保証事業会社の保証

相模原市介護保険料納入通知書等作成、印字及び封入封緘業務委託

契約限度金額

　 うち取引に係る消費税
　 及び地方消費税の額

十億 　　千

契約書（案）

１ 業務委託の名称

３

２ 履行場所 相模原市中央区富士見６－１－２０　あじさい会館及び発注者が指定する場所

　　円

円

円 円
　□ 免除

第６条全文削除）

別紙「委託内訳」のとおりとする。

契約金額の支払

　□ 前金払

内　　訳

　■ 確定払

ただし、年度毎の契約限度金額は次のとおりとする。
　　　　令和７年度　　　　　　　　   円
　　　　令和８年度　　　　　　　　   円
　　　　令和９年度　　　　　　　　   円
　　　　令和１０年度　　　　　　　   円

　契約期間は、契約締結の日から令和１１年３月３１日までとする。

（　□ 一括払　　□ 分割払　）
（　□ 一括払　　□ 分割払　）

受注者

代　表  相模原市長　本　村　賢　太　郎

　上記の業務委託について、発注者と受注者は、次のとおり委託契約を締結する。
　この契約を証するため、本書２通を作成し、各自記名押印のうえ、その１通を保有する。

　（相模原市契約規則第３４条第　号）

　受注者は発注者に対し、この契約に定める業務委託料を請求するものとし、発注者は
当該請求書が適正であると認めるときは、当該請求書を受理した日から30日以内に相模
原市指定金融機関において支払うものとする。

　□ 概算払

５



相模原市介護保険料納入通知書等作成、印字及び封入封緘業務委託　委託内訳

R7 R8 R9 R10 R7 R8 R9 R10

①納入通知書（決定通知書） 印刷 234,000 236,000 237,000

②納入通知書（変更通知書兼仮徴収中止通知） 印刷 34,000 28,000 23,000

③ＯＣＲ納付書 印刷 180,000 182,000 184,000

④【当初用】決定チラシ（納付書なし用・片面刷り） 印刷 192,000 194,000 196,000

⑤【当初用】決定チラシ（納付書あり用・両面刷り） 印刷 16,900 17,100 17,300

⑥【例月用】決定チラシA4（通年用・両面刷り） 印刷 14,800 14,900 15,100

⑦【例月用】決定チラシA4（３、４、５月用・両面刷り） 印刷 2,500 2,600 2,700

⑧【例月用】変更チラシB4（通年用・両面刷り） 印刷 13,000 13,100 13,200

⑨【例月用】変更チラシB4（４、５月用・両面刷り） 印刷 1,400 1,400 1,400

⑨【例月用】変更チラシ（7月用・両面刷り） 印刷 3,200 3,200 3,200

⑪負担軽減制度のお知らせ（両面刷り） 印刷 212,000 214,000 216,000

⑫窓あき封筒（区内特別）水糊 印刷 213,000 215,000 217,000

⑬窓あき封筒（料金後納）水糊 印刷 8,400 8,500 8,600

⑭窓あき封筒（区内特別）アドヘア 印刷 31,400 31,700 32,000

⑮窓あき封筒（料金後納）アドヘア 印刷 7,400 7,500 7,600

⑯負担軽減制度のお知らせ（両面刷り・OL納通用） 印刷 250 250 250

⑰みんなで支える介護保険（介護保険パンフレット） 印刷 210,000 213,000 215,000

【当初用】納入通知書（納付書なし） 印字 194,000 196,000 198,000

【当初用】納入通知書（納付書あり） 印字 16,000 16,100 16,200

【当初用】ＯＣＲ納付書 印字 105,500 106,600 107,700

【例月用】納入通知書（納付書なし） 印字 14,900 15,050 15,200

【例月用】納入通知書（納付書あり） 印字 14,200 14,400 14,600

【例月用】ＯＣＲ納付書 印字 52,000 52,500 53,000

【当初用】納入通知書（納付書なし） 封入封緘 194,000 196,000 198,000

【当初用】納入通知書（納付書あり） 封入封緘 15,900 16,050 16,200

【例月用】納入通知書（納付書なし） 封入封緘 14,900 15,000 15,100

【例月用】納入通知書（納付書あり） 封入封緘 14,200 14,350 14,500

【当初用】プログラム作成・テスト印字・検査
プログラム・
テスト

1 1 1

【当初用】納入通知書郵便局納品 発送 1 1 1

【当初用】通知書編集後データ検品作業 検品 1 1 1

【例月用】通知書(兼仮徴収中止通知書)プログラム作成・テスト印字
プログラム・
テスト

1 1 1

【例月用】通知書(兼仮徴収中止通知書)編集後データ検品作業 検品 12 12 12

【当初用】納付書プログラム作成・テスト印字・検査
プログラム・
テスト

1

そ

の

他

業務内容 作業種類
数量（予定） 単価

印

刷

帳

票

関

係

印

字

処

理

封

入

封

緘

処

理



1 

 

約 款 （案） 

（総則） 

第１条 発注者相模原市（以下「発注者」という。）、及び受注者      （以下「受注

者」という。）は、この契約書に定めるもののほか、別紙「相模原市介護保険料納入通知

書等作成、印字及び封入封緘業務委託仕様書」（以下「仕様書」という。）に従い、日本国

の法令を遵守し、頭書の委託業務（以下「委託業務」という。）を履行しなければならな

い。 

２ この契約の履行に関して発注者と受注者の間で用いる言語は、日本語とする。 

３ この契約書に定める金銭の支払いに用いる通貨は、日本円とする。 

４ この契約の履行に関して発注者と受注者の間で用いる計量単位は、仕様書に特別の定

めがある場合を除き、計量法(平成４年法律第５１号)に定めるものとする。 

５ この契約書及び仕様書における期間の定めについては、民法(明治２９年法律第８９

号)及び商法(明治３２年法律第４８号)の定めるところによるものとする。 

６ この契約は、日本国の法令に準拠するものとする。 

 

（処理の方法） 

第２条 受注者は仕様書に従い、委託業務を行う。ただし、仕様書に期日を定めている業

務において、やむを得ない理由により日程の変更を要する場合は、発注者、受注者協議

の上、決定するものとする。 

（検査） 

第３条 受注者は、封入封緘業務においては毎月業務完了時点、その他の業務においては

指示書に示した業務が完了した時点で、それぞれ業務完了報告書を速やかに発注者に提

出し、その検査を受けなければならない。ただし、完了した業務がない場合はこの限り

ではない。 

２ 受注者は、前項の検査に合格しないとき又は手直しを指示され検査の結果を保留にさ

れたときは、発注者が指定する期日までに改善し、再度検査を受けなければならない。 

（契約限度金額） 

第４条 契約書の頭書記載の契約限度金額はあくまで上限金額であり、契約金額は本契約

に係るすべての業務完了後に確定する。 

２ 受注者は、発注者の都合により、実際の数量が予定数量に満たない場合が生じても、

異議の申出又は損害賠償の請求をすることができない。 

（委託料の支払） 

第５条 受注者は、第３条に規定する検査に合格したときは、月ごとに、発注者に委託料

の支払を請求することができる。 

２ 前項に記載の請求は、別紙「委託内訳」の該当部分の単価に完了した数量を乗じた額

について行うものとする。なお、消費税及び地方消費税に相当する額の加算は、請求単
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位で行い、当該額加算後の請求額に円未満の端数が生じた場合は、切捨てとする。 

３ 発注者は、前項の規定により、受注者から適正な請求書を受理したときは、その日か

ら３０日以内に相模原市指定金融機関において委託料を支払うものとする。 

（契約の保証） 

第６条 受注者は、この契約の締結と同時に、次の各号のいずれかに掲げる保証を付さな

ければならない。ただし、第４号の場合においては、履行保証保険契約の締結後、直ち

にその保険証券を発注者に寄託しなければならない。 

（１）契約保証金の納付 

（２）契約保証金に代わる担保となる有価証券等の提供 

（３）この契約による債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する銀行又は発注者

が確実と認める金融機関の保証 

（４）この契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約の締  

  結 

２ 前項の保証に係る契約保証金の額、補償金額又は保険金額は、契約限度金額の総額の

１０分の１以上としなければならない。 

３ 第１項の規定により、受注者が同項第２号又は第３号に掲げる保証を付したときは、

当該保証は契約保証金に代わる担保の提供として行われたものとし、同項第４号に掲げ

る保証を付したときは、契約保証金の納付を免除する。 

４ 契約保証金から生ずる利子は、発注者に帰属するものとする。 

（権利義務の譲渡等の禁止） 

第７条 受注者は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、若しくは承継

させ、又は担保の目的に供してはならない。 

（再委託の禁止） 

第８条 受注者は、委託業務の全部又は主要な部分を一括して第三者に委託してはならな

い。ただし、あらかじめ発注者の承認を得て委託業務の一部を第三者に委託する場合は、

この限りではない。 

２ 前項ただし書の規定により、受注者は、委託業務の一部を第三者に委託する場合は、

その内容を明確にした書面を発注者に届出し、承認を受けるとともに、当該第三者の行

為の全てについて責任を負うものとする。 

 

（作業工程表の提出） 

第９条 受注者は、毎年度、業務の着手前に作業工程表を発注者に提出し、その承認を受

けなければならない。作業工程表は業務で行う全ての工程ごとに、仕様書に定めるとこ

ろにより、作業の内容、処理日程、納期日程などを明確にしたものとする。 

（守秘義務） 

第１０条 受注者は、委託業務の履行により知り得た一切の情報を第三者に提供又は漏洩
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してはならない。また、委託業務の履行以外の目的に使用してはならない。契約期間満

了後又は契約解除後においても同様とする。 

２ 受注者は、この契約による業務を処理するため、個人情報及び発注者が受注者に引き

渡した情報、又は発注者が使用を認めた情報（以下「個人情報」という。）を取り扱う場

合は、別紙「個人情報の取扱いに関する特記事項」を遵守しなければならない。 

 

（発注者の調査権等） 

第１１条 発注者は、受注者の委託業務の実施に関して、必要な範囲で受注者に対して報

告を求め、又は調査することができる。 

２ 前項に基づく報告又は調査の結果、受注者による委託業務の実施状況につき、不十分

な点が認められたときは、発注者は、委託業務の実施に関して必要な指示を受注者に行

うことができるものとする。 

（報告義務） 

第１２条 受注者は、契約書に定める方法以外で委託業務を実施することが必要と認めた

とき、又は委託業務に付随して処理することが必要と認められる業務があるときは、直

ちに発注者にその旨を報告し、発注者の指示に従うものとする。業務を処理する上で、

重大な事故があった場合も同様とする。 

（事故等の報告） 

第１３条 受注者は、委託業務の履行に支障を来すおそれのある事故又は脅威の発生を知

ったときは、必要な措置を講じるとともに、直ちにその旨を発注者に報告し、その指示

を受けなければならない。 

２ 受注者は、前項の事故等が発生した場合には、詳細な経過及び今後の対処方針を遅滞

なく発注者に提出しなければならない。 

（契約内容の変更） 

第１４条 発注者は、契約締結後に必要がある場合には、受注者と協議の上、契約内容を

変更することができる。 

２ 前項の場合において、契約金額又は契約期間を変更するときは、書面によりこれを定

めるものとする。 

（損害賠償） 

第１５条 受注者は、受注者の責めに帰する理由により発注者に損害を与えたときは、そ

の損害を賠償しなければならない。ただし、発注者がやむを得ないと認めた場合はこの

限りではない。 

２ 受注者の責めに帰すべき事由により、受注者が第三者へ損害を与えた場合は、受注者

がその損害を賠償しなければならない。 

（履行遅延） 

第１６条 受注者は、契約期間内に委託業務を履行することができないとき又はそのおそ
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れがあるときは、速やかにその旨を発注者に報告しなければならない。 

２ 前項の規定による報告があった場合、発注者は、相当と認められる期間の延長をする

ことができる。ただし、受注者の責めに帰すべき事由による場合には、発注者は、契約

金額について、遅延日数に応じ年２．５パーセントの割合で算定した額の違約金を受注

者から徴収することができる。 

３ 発注者の責めに帰すべき事由により、第５条の規定による委託料の支払が遅れた場合

においては、受注者は、未受領金額につき、遅延日数に応じ、年２．５パーセントの割合

で算出した額の遅延利息の支払いを発注者に請求することができる。 

（契約不適合責任） 

第１７条 発注者は、受注者の責めに帰すべき理由により委託業務が本契約書に定める業

務内容に適合していないと認められるときは、受注者に対して不適合の補修、代替物の

引渡し又は不足分の引渡しによる履行の追完を請求することができるものとし、受注者

は速やかに、履行の追完をしなければならない。 

２ 前項の場合において、請求をすることができる期間は、検査後１年以内に限るものと

し、履行の追完にかかる費用は受注者が負担するものとする。 

（発注者の催告による解除権） 

第１８条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、相当の期間を定め

てその履行の催促をし、当該期間内に履行がないときは、この契約を解除することがで

きる。ただし、その期間を経過したときにおける債務の不履行がこの契約及び取引上の

社会通念に照らして軽微であるときは、この限りではない。 

（１）正当な理由なく、業務に履行すべき期日を過ぎても業務に着手しないとき。 

（２）受注者の委託業務の処理が不適当と発注者が認めたとき。 

（３）この契約の履行について、不正行為をしたとき。 

（４）前各号のほか、本契約条項に違反したとき。 

２ 前項の規定により契約を解除した場合において、すでに完了している業務の中で検査

に合格したものについては、発注者はその完了部分に対する契約金額相当額を支払わな

ければならない。 

３ 第１項の規定により、この契約が解除されたときは、受注者は契約限度金額の１０分

の１に相当する額を違約金として発注者に支払うものとする。 

４ 前項の場合において、第６条の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる担保の

提供が行われているときは、発注者は、当該契約保証金又は担保をもって前項の違約金

に充当することができる。 

（発注者の催告によらない解除権） 

第１８条の２ 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契

約を解除することができる。 

（１）受注者が業務の全部の履行が不能であるとき。 

（２）受注者がその業務の全部の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 
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（３）業務の一部の履行不能等の場合で、契約目的を達することができないとき。 

（４）特定期日までに業務を履行しなければ、契約目的を達することができない場合で、

受注者が履行せずに当該時期を経過したとき。 

（５）受注者が故意又は過失により発注者に重大な損害を与えたとき。 

（６）受注者が破産、民事再生、会社更生手続開始の申立のとき又はそれらの申立を受   

  けたとき。 

（７）その他受注者が業務の履行をせず、発注者が催告をしても契約目的を達するのに

足りる履行がされる見込みがないことが明らかであるとき。 

２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第２号に該当する場合とみな

す。 

（１）受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成１６年法

律第７５号）の規定により選任された破産管財人 

（２）受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成１１

年法律第２２５号）の規定により選任された再生債務者等 

（３）受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成１４

年法律第１５４号）の規定により選任された管財人 

３ 第１項の規定により、この契約が解除されたときは、受注者は契約限度金額の１０分

の１に相当する額を違約金として発注者に支払うものとする。 

４ 前項の場合において、第６条の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる担保の

提供が行われているときは、発注者は、当該契約保証金又は担保をもって前項の違約金

に充当することができる。 

（発注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第１９条 第１８条第１項各号又は第１８条の２第１項各号に定める場合が発注者の責め

に帰すべき事由によるものであるときは、発注者は、第１８条又は第１８条の２の規定

による契約の解除をすることができない。 

（受注者の催告による契約解除権） 

第２０条 受注者は、発注者が契約に違反し、その違反によって、委託業務を完了するこ

とができなくなったときは、相当の期間を定めてその履行の催告をし、その期間内に履

行がないときは、契約を解除することができる。ただし、その期間を経過したときにお

ける債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この

限りでない。 

２ 前項の場合において、受注者に損害が生じたときは、受注者は、発注者に損害の賠償

を請求することができる。この場合の損害賠償額は、発注者と協議の上で決するものと

する。 

（受注者の催告によらない解除権） 

第２０条の２ 受注者は、第１４条の規定による契約内容の変更のため、次の各号のいず

れかに該当するときは、直ちにこの契約を解除することができる。 
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（１）契約金額が３分の２以上減じたとき。 

（２）履行の中止日数が契約期間の２分の１を超えたとき。 

（受注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第２１条 第２０条第１項又は第２０条の２各号に定める場合が受注者の責めに帰すべき

事由によるものであるときは、受注者は、第２０条又は第２０条の２各号の規定による

契約の解除をすることができない。 

（暴力団等排除に係る発注者の解除権） 

第２２条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除す

ることができる。この場合において、解除により受注者に損害が生じても、発注者はそ

の損害の賠償の責めを負わないものとする。 

（１）受注者が個人である場合には、その者が、相模原市暴力団排除条例（平成２３年相

模原市条例第３１号。以下本条及び次条において、「条例」という。）第２条第４号に

規定する暴力団員等（以下「暴力団員等」という。）と認められるとき、又は法人等（法

人又は団体をいう。）である場合には、同条第５号に規定する暴力団経営支配法人等と

認められるとき。 

（２）受注者が、神奈川県暴力団排除条例（平成２２年神奈川県条例第７５号。以下本条

において、「県条例」という。）第２３条第１項に違反したと認められるとき。 

（３）受注者が、県条例第２３条第２項に違反したと認められるとき。 

（４）受注者が、条例第７条に規定する暴力団員等と密接な関係を有し、又は受注者の支

店若しくは営業所（常時業務の契約を締結する事務所をいう。）の代表者が、暴力団員

等と密接な関係を有すると認められるとき。 

２ 前項の規定によりこの契約が解除された場合においては、受注者は、契約限度金額の

１０分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければなら

ない。 

３ 第１項の規定によりこの契約が解除された場合において、第６条の規定により契約保

証金の納付が行われているときは、発注者は、当該契約保証金をもって前項の違約金に

充当することができる。 

（暴力団等からの不当介入の排除） 

第２３条 受注者は、契約の履行に当たって、条例第２条第２号に定める暴力団（以下「暴

力団」という。）又は暴力団員等から不当介入を受けたときは、遅滞なく発注者に報告す

るとともに所轄の警察署に通報し、捜査上の必要な協力をしなければならない。 

２ 受注者は、不当介入を受けたことにより、履行期限に遅れが生じるおそれがあるとき

は、発注者と履行期限に関する協議を行わなければならない。 

３ 受注者は、暴力団又は暴力団員等からの不当介入による被害を受けたときは、その旨

を直ちに発注者に報告するとともに、被害届を速やかに所轄の警察署に提出しなければ

ならない。 

４ 受注者は、不当介入による被害により履行期限に遅れが生じるおそれがあるときは、
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発注者と履行期限に関する協議を行わなければならない。 

（履行不能の場合の処置） 

第２４条 受注者が、天災その他の不可抗力等その責めに帰すことができない事由により、

契約の全部又は一部を履行することができないときは、発注者の承認を得て、受注者は

当該部分についての履行義務を免れるものとし、発注者は当該部分についての契約金の

支払いを免れるものとする。 

（所管裁判所） 

第２５条 この契約に係る訴訟の提起又は調停の申立てについては、専属管轄を除くほか、

発注者の所在地を管轄する裁判所に行うものとする。 

（環境保護） 

第２６条 受注者は業務委託の実施に当たり、「相模原市環境方針」の主旨を理解し、次に

掲げる事項の遵守に努めなければならない。 

（１）環境法令を遵守し、環境汚染を予防する。特に車両を使用する場合はアイドリン

グストップの実施を徹底する。 

（２）発注者に納品する成果物については、可能な限り環境配慮製品を使用する。 

（３）市への提出書類及び添付資料については、原則として再生紙を使用する。 

（４）業務の実施においては、廃棄物の減量化・資源化に取り組むとともに、廃棄物の

処理に当たっては、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７

号）等、関連法令等を遵守し、適正に処理する。 

（契約の費用） 

第２７条 この契約の締結に要する費用は、受注者の負担とする。 

（疑義等の決定） 

第２８条 この契約に定めがない事項及びこの契約に関し疑義が生じたときは、発注者及

び受注者で協議して解決を図るものとする。 



 1 

（約款第１０条「守秘義務」関係） 

 

個人情報の取扱いに関する特記事項 

 

(個人情報の保護に関する法律等の遵守) 

第１条 「特別徴収税額通知書印字及び封入封緘業務委託」(以下「本委託業務」という。)につ

いて、受注者は、個人情報の保護に関する法律(平成１５年法律第５７号。以下「法」という。)

及び関係法令等に基づき、本個人情報の取扱いに関する特記事項(以下「本特記事項」という。)

を遵守しなければならない。 

 

(責任体制の整備) 

第２条 受注者は、個人情報の安全管理について、内部における責任体制を構築し、その体制を

維持しなければならない。 

 

(責任者等の報告) 

第３条 受注者は、個人情報の取扱いに係る責任者及び業務従事者を定め、業務の着手前に文書

(電磁的記録(電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式

で作られた記録をいう。以下同じ。)を含む。以下同じ。)により発注者に報告しなければなら

ない。 

２ 受注者は、個人情報の取扱いに係る責任者及び業務従事者を変更する場合の手続を定めなけ

ればならない。 

３ 受注者は、責任者を変更する場合は、事前に文書により発注者に申請し、その承認を得なけ

ればならない。 

４ 受注者は、業務従事者を変更する場合は、事前に文書により発注者に報告しなければならな

い。 

 

(作業場所の特定) 

第４条 受注者は、発注者と協議し、個人情報を取り扱う場所(以下「作業場所」という。)を定

め、本委託業務の着手前に文書により発注者に報告しなければならない。 

２ 受注者は、作業場所を変更する場合は、事前に文書により発注者に申請し、その承認を得な

ければならない。 

３ 受注者は、発注者の事務所内に作業場所を設置する場合は、責任者及び業務従事者に対して、

受注者が発行する身分証明書を常時携帯させ、事業者名が分かるようにしなければならない。 

 

(監督、教育等の実施) 

第５条 受注者は、個人情報の取扱いに関する責任者及び業務従事者に対する適切な監督を行う

とともに、個人情報の保護、情報セキュリティに対する意識の向上、責任者及び業務従事者が

遵守すべき事項その他本委託業務の適切な履行に必要な教育及び研修を責任者及び業務従事者

全員に対して実施しなければならない。 

２ 受注者は、前項の教育及び研修を実施するに当たり、実施計画を策定し、実施体制を確立し

なければならない。 



 2 

 

(守秘義務) 

第６条 受注者は、本委託業務の履行により直接又は間接に知り得た個人情報を第三者に漏らし

てはならない。契約期間満了後又は契約解除後も同様とする。 

２ 受注者は、本委託業務に関わる責任者及び業務従事者に対して、退職した後も含め、第１項

の個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用させないため必要かつ適切な監督

をしなければならない。また、本委託業務に関わる責任者及び業務従事者に対して、秘密保持

に関して誓約する旨を文書により提出させ、文書によりこのことを発注者に報告しなければな

らない。 

 

(再委託) 

第７条 受注者は、本委託業務を第三者へ委託(以下「再委託」という。)してはならない。 

２ 受注者は、本委託業務の全部又は一部をやむを得ず再委託する必要がある場合は、業務の着

手前に次に定める項目を明確にした上で、文書により再委託する旨を発注者に申請し、その承

認を得なければならない。 

（１）再委託先の名称 

（２）再委託する理由 

（３）再委託して処理する内容 

（４）再委託先において取り扱う情報 

（５）再委託先における安全性及び信頼性を確保する対策並びに再委託先に対する管理及び監督

の方法 

３ 前項の場合、受注者は、再委託先に本契約に基づく一切の義務を遵守させるとともに、発注

者に対して、再委託先の全ての行為及びその結果について責任を負うものとする。 

４ 受注者は、再委託先との契約において、再委託先に対する管理及び監督の手続及び方法につ

いて具体的に規定しなければならない。 

５ 受注者は、再委託先に対して本委託業務を委託した場合は、その履行状況の管理及び監督を

するとともに、発注者の求めに応じて、管理及び監督の状況を発注者に対して適宜報告しなけ

ればならない。 

６ 受注者は、次に定める事項を遵守するものとする。再委託先が委託された業務をさらに第三

者へ委託する場合のように委託が繰り返される場合においても同様とし、再委託の契約書等に

その趣旨を盛り込むものとする。(この場合においては、再委託など事業者のつながりを「委託

の系列」という。) 

（１）受注者は、受注者に関する特記事項に係る文書及び受注者が委託の系列を通じて取得した

特記事項に係る文書の写しを、発注者へ提出するものとする。 

（２）前号の文書を用いる場合だけでなく、文書を用いない場合においても、個人情報の取扱い

に関する承認、指定等、意思決定に関わる事項は、事前に委託の系列を通じ発注者の承認、

指定等を得るものとする。 

（３）受注者が再委託する場合、第１号の「発注者」を「委託の系列を通じ相模原市」と、第    

１５条の「発注者」を「発注者及び相模原市」と、第１６条第３項の「発注者」を「相模原

市」とする。 
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(派遣労働者等の利用時の措置) 

第８条 受注者は、本委託業務を派遣労働者、契約社員その他の正社員以外の労働者に行わせる

場合は、正社員以外の労働者に本契約に基づく一切の義務を遵守させなければならない。 

２ 受注者は、発注者に対して、正社員以外の労働者の全ての行為及びその結果について責任を

負うものとする。 

 

(個人情報の管理) 

第９条 受注者は、本委託業務において利用する個人情報を保持している間は、次の各号の定め

るところにより、個人情報の管理を行わなければならない。 

（１）施錠が可能な保管庫又は施錠若しくは入退室管理の可能な保管室で厳重に個人情報を保管

すること。 

（２）発注者が指定した場所へ持ち出す場合を除き、個人情報を作業場所から持ち出さないこと。 

（３）個人情報を電子データで持ち出す場合は、電子データの暗号化処理又はこれと同等以上の

保護措置を施すこと。 

（４）事前に発注者の承認を受けて、業務に必要最小限の範囲で行う場合を除き、個人情報の複

製又は複写をしないこと。 

（５）個人情報を移送する場合、移送時の体制を明確にすること。 

（６）個人情報を電子データで保管する場合、当該データが記録された媒体及びそのバックアッ

プの保管状況並びに記録されたデータの正確性について、定期的に点検すること。 

（７）個人情報の紛失、漏えい、改ざん、破損その他の事故（以下「個人情報の漏えい等の事故」

という。）を防ぎ、真正性、見読性及び保存性の維持に責任を負うこと。 

（８）作業場所に、私用パソコン、私用外部電磁的記録媒体その他の私用物を持ち込んで、個人

情報を扱う作業を行わせないこと。 

（９）個人情報を利用する作業を行うパソコンに、個人情報の漏えいにつながると考えられる業

務に関係のないアプリケーションをインストールしないこと。 

（１０）個人情報を電子メールで送信しないこと。ただし、発注者が承認したときはこの限りで

はない。 

 

(提供された個人情報の目的外利用及び第三者への提供の禁止) 

第１０条 受注者は、本委託業務において利用する個人情報について、本委託業務以外の目的で

利用してはならない。また、発注者の承認なく第三者へ提供してはならない。 

 

(受渡し) 

第１１条 受注者は、発注者との間の個人情報の受渡しに関しては、文書により発注者に対して

申請し、その承認を得なければならない。 

２ 前項の場合において、受注者は、発注者が指定した手段、日時及び場所で行った上で、発注

者に個人情報の預り証を提出しなければならない。 

 

(個人情報の返還又は消去等) 

第１２条 受注者は、本委託業務の終了時に、本委託業務において利用する個人情報について、

発注者の指定した方法により、返還又は消去若しくは廃棄を実施しなければならない。 
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２ 受注者は、本委託業務において利用する個人情報を消去又は廃棄する場合は、事前に消去又

は廃棄すべき個人情報の項目、媒体名、数量、消去又は廃棄の方法及び処理予定日を文書によ

り発注者に申請し、その承認を得なければならない。 

３ 受注者は、個人情報の消去又は廃棄に際し発注者から立会いを求められた場合は、これに応

じなければならない。 

４ 受注者は、本委託業務において利用する個人情報を廃棄する場合は、当該情報が記録された

電磁的記録媒体の物理的な破壊その他当該個人情報を判読不可能とするのに必要な措置を講じ

なければならない。 

５ 受注者は、個人情報の消去又は廃棄を行った後、消去又は廃棄を行った日時、担当者氏名及

び消去又は廃棄の内容を記録し、文書により発注者に対して報告しなければならない。 

 

(開示請求等) 

第１３条 個人情報に係る本人からの開示請求、訂正請求及び利用停止請求については、発注者

が法及び相模原市個人情報の保護に関する法律施行条例(令和４年相模原市条例第３２号)の規

定に基づき対応するものとする。 

 

(定期報告及び緊急時報告) 

第１４条 受注者は、個人情報の取扱いの状況について定期に又は発注者の求めに応じて文書に

より報告しなければならない。 

２ 受注者は、個人情報の取扱いの状況に関する定期報告及び緊急時報告の手順を定めなければ

ならない。 

 

(監査及び実地検査) 

第１５条 発注者は、本契約及び本特記事項の遵守状況を確認するため、受注者に対して、監査

又は実地検査(以下「監査等」という。)を行うことができる。ただし、実地検査を行うことが

難しい場合であって、受注者が当該実地検査の項目について調査した結果を発注者に報告した

ときは、この限りでない。 

２ 受注者は、発注者が監査等を行う場合、当該監査等に協力しなければならない。 

３ 発注者は、監査等を行うときは、受注者に対し、あらかじめ通知するものとする。 

４ 発注者は、監査等の結果、個人情報の取扱いについて改善が必要であると認めるときは、受

注者に対し、その改善を指示することができる。 

５ 受注者は、前項の規定による指示を受けたときは、その指示への対応について、発注者が指

定する期限までに報告しなければならない。 

 

(事故時の対応) 

第１６条 受注者は、本委託業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、その事故

の発生に係る帰責の有無にかかわらず、直ちに発注者に対して、当該事故に関わる個人情報の

内容、件数、事故の発生場所、発生状況を文書により報告し、発注者の指示に従わなければな

らない。 
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２ 受注者は、個人情報の漏えい等の事故が発生した場合に備え、発注者その他の関係者との連

絡、証拠保全、被害拡大の防止、復旧、再発防止の措置を迅速かつ適切に実施するために、緊

急時対応計画を定めなければならない。 

３ 発注者は、本委託業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、必要に応じて当

該事故に関する情報を公表することができる。 

 

(契約解除) 

第１７条 発注者は、受注者が本特記事項に定める義務を履行しない場合は、本委託業務の全部

又は一部を解除することができる。 

２ 受注者は、前項の規定による契約の解除により損害を受けた場合においても、発注者に対し

て、その損害の賠償を請求することはできないものとする。 

 

(損害賠償) 

第１８条 受注者の故意又は過失を問わず、受注者が本特記事項の内容に違反し、又は怠ったこ

とにより、発注者に対する損害を発生させた場合は、受注者は、発注者に対して、その損害を

賠償しなければならない。 

２ 受注者は、第三者に本委託業務の実施に起因する損害を与えた場合は、その損害を自らの責

任において賠償するものとする。 



介護保険料納入通知書等作成、印字及び封入封緘業務委託　内訳書

R7 R8 R9 R10 R7 R8 R9 R10 R7 R8 R9 R10

①納入通知書（決定通知書） 印刷 234,000 236,000 237,000 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

②納入通知書（変更通知書兼仮徴収中止通知） 印刷 34,000 28,000 23,000 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

③ＯＣＲ納付書 印刷 180,000 182,000 184,000 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

④【当初用】決定チラシ（納付書なし用・片面刷り） 印刷 192,000 194,000 196,000 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

⑤【当初用】決定チラシ（納付書あり用・両面刷り） 印刷 16,900 17,100 17,300 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

⑥【例月用】決定チラシA4（通年用・両面刷り） 印刷 14,800 14,900 15,100 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

⑦【例月用】決定チラシA4（３、４、５月用・両面刷り） 印刷 2,500 2,600 2,700 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

⑧【例月用】変更チラシB4（通年用・両面刷り） 印刷 13,000 13,100 13,200 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨【例月用】変更チラシB4（４、５月用・両面刷り） 印刷 1,400 1,400 1,400 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨【例月用】変更チラシ（7月用・両面刷り） 印刷 3,200 3,200 3,200 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

⑪負担軽減制度のお知らせ（両面刷り） 印刷 212,000 214,000 216,000 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

⑫窓あき封筒（区内特別）水糊 印刷 213,000 215,000 217,000 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

⑬窓あき封筒（料金後納）水糊 印刷 8,400 8,500 8,600 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

⑭窓あき封筒（区内特別）アドヘア 印刷 31,400 31,700 32,000 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

⑮窓あき封筒（料金後納）アドヘア 印刷 7,400 7,500 7,600 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

⑯負担軽減制度のお知らせ（両面刷り・OL納通用） 印刷 250 250 250 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

⑰みんなで支える介護保険（介護保険パンフレット） 印刷 210,000 213,000 215,000 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

【当初用】納入通知書（納付書なし） 印字 194,000 196,000 198,000 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

【当初用】納入通知書（納付書あり） 印字 16,000 16,100 16,200 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

【当初用】ＯＣＲ納付書 印字 105,500 106,600 107,700 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

【例月用】納入通知書（納付書なし） 印字 14,900 15,050 15,200 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

【例月用】納入通知書（納付書あり） 印字 14,200 14,400 14,600 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

【例月用】ＯＣＲ納付書 印字 52,000 52,500 53,000 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

仮徴収中止通知書 印字 0.00 0.00 0.00 0.00

【当初用】納入通知書（納付書なし） 封入封緘 194,000 196,000 198,000 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

【当初用】納入通知書（納付書あり） 封入封緘 15,900 16,050 16,200 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

【例月用】納入通知書（納付書なし） 封入封緘 14,900 15,000 15,100 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

【例月用】納入通知書（納付書あり） 封入封緘 14,200 14,350 14,500 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

仮徴収中止通知書 封入封緘 0.00 0.00 0.00 0.00

【当初用】プログラム作成・テスト印字・検査
プログラム・
テスト

1 1 1 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

【当初用】納入通知書郵便局納品 発送 1 1 1 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

【当初用】通知書編集後データ検品作業 検品 1 1 1 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

【例月用】通知書(兼仮徴収中止通知書)プログラム作成・テスト印字
プログラム・
テスト

1 1 1 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

【例月用】通知書(兼仮徴収中止通知書)編集後データ検品作業 検品 12 12 12 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

仮徴収中止通知書編集後データ検品作業 検品 0.00 0.00 0.00 0.00

仮徴収中止通知書プログラム作成・テスト印字
プログラム・
テスト

0.00 0.00 0.00 0.00

【当初用】納付書プログラム作成・テスト印字・検査
プログラム・
テスト

1 0 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

小計 0 0 0 0 0

合計 0 0 0 0 0※令和７年度から令和１０年度までの合計（税抜）の金額を入札額とすること

そ

の

他

業務内容 作業種類
合計（単位：

円）
R7-R10

各年度合計数量（予定） 単価

印

刷

帳

票

関

係

印

字

処

理

封

入

封

緘

処

理



（様式１）（電子入札システムによる申請の場合は不要） 

 

令和 年 月 日  

 

 

競争参加資格確認申請書 

 

 

相模原市長 あて 

 

郵便番号                  

所在地                   

商号又は名称                

代表者職氏名                

（担当者氏名）               

（電話番号         ）       

         

 

 

 

次の案件に係る一般競争入札に参加したいので、入札説明書に記載された入札に参加す

る者に必要な資格を満たすための書類を添えて申請します。 

 

 

 

 

 

公告年月日  

案件名  



紙入札書 

 

□ 課税事業者 

□ 免税事業者 

 

 

入 札 書 
百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

 

電子くじ番号 

   

 

 

件名  

入札番号   
 

上記の金額で入札します。 

 

令和  年  月  日 

 

 

相模原市長 あて 

 

 所在地  

名 称  

代表者  


